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はじめに

社団法人企業メセナ協議会会長

鈴木 治雄

今年もまた企業のメセナ活動実態調査に基づき『メセナ白書1993』 を皆様
のご高覧に供することは喜びにたえない。

1992年 は日本の経済界にとって近来まれな激動の年であったといえよう。
各種の経済指標からも厳しい経営環境がはっきりとうかがえる。そのような

状況のなかで企業メセナも経済界の動向と無関係ということはあり得ず、縮
小を余儀なくされた企業があつたであろうことは十分推測されることである。
しかし、実際は、本書にも明らかにされているように、企業メセナは決して

経済情勢をそのまま反映しているものではなく、むしろ、景気の動向に大き
く左右されることなく、着実に行われている。それはこのような時期にもか
かわらず支援活動を拡大している企業が縮小している企業よりはるかに多い

ことからもいえる。これはメセナが一過性のものではなく、企業の経営活動に

不可欠なものとして認識されつつあることの証左であり、私としても非常に

心強く感じている次第である。

一昨年に引き続き、1992年度のメセナ賞も地方の企業や中小企業の健闘が

目立った。一例をあげれば、末永文化振興財団という、中央ではほとんど知
られていない九州のお弁当やさんの創った財団が非常にすばらしい活動をし
ていることでメセナ特別賞を受賞した。このことは、日本のメセナ活動が東
京や大阪など大都市だけでなく、全国各地で地域の芸術文化の振興のために

地方の企業が熱心に支援活動をしていることを示すものであり、芸術を守る

伝統が各地で受け継がれていることをたいへん感銘深く思う。
企業メセナを推進するに際して、最も大きな障害のひとつとして各方面か
ら指摘されているいわゆるメセナ優遇税制に関しては、当協議会のたゆまぬ

努力によりその必要性が関係諸方面に理解されつつあり、近い将来に何らか
のかたちで前進がみられそうな状況にあることを付言しておきたい。
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メセナ活動を取り巻 く環境と今後の課題

社団法人企業メセナ協議会理事長

福原 義春

メセナ活動をめぐる状況

1992年 は、企業メセナが発足してから3年目になる。メセナ元年といわれ

た1990年度の状況はやや鎮静化している。また、昨今の日本経済の低迷で個

別企業の収益が悪化したことによって、支援件数や援助資金の減少を余儀な

くされた企業があったことは自然の状況であった。

このようななかにあって、企業の芸術文化支援はどのように推移したであ

ろうか。今回の企業メセナ実態調査は、この間の事情を十分に説明している。

結論から述べると、このような時代の推移のなかにあって、企業メセナは

着実に定着しつつあることが今回の調査により立証された。企業活動の不振

にもかかわらず、メセナ実施企業数や芸術文化支援の金額が一定の水準を保

ったこと、また個別企業のメセナを支える社内体制がより充実したこと等々

の事実がそのことを裏づけている。

1992年におけるメセナにかかわる全体的状況を概観すると、まず、国によ

る芸術文化支援がいっそう積極的になってきた。象徴的なできごととして 3

つのことをあげたい。

ひとつは、文化庁の1992年度予算額は、実額496億 円で、わが国のGNP
と比較してわずか0.01%と 十分とはいえないものの、前年比7.9%の増加 と

いう近年にない伸び率を示したことである。しかも、国の一般会計全体の前

年比が2.7%の増加に過ぎなかったことをみると、いかに大きな数値である

かが理解できよう。

もうひとつは、文化庁にいわゆるメセナ担当官 (芸術文化活動支援専門

官)と いう役職が新設されたことである。この 2つのことは、芸術文化振興

に対する国のなみなみならぬ熱意を感じさせるものがある。

第二に、芸術文化の基盤整備方針として、文化庁の諮問機関である文化政

策推進会議の一部門である芸術創造小委員会は、「芸術家等の人材養成のた

めの諸方策」および「芸術創造活動の場の整備・確保のための諸方策」を発

表、それら両項目の重要性を国が認識していることを内外に明らかにした。

また、30余年にわたって紆余曲折をたどっていた第二国立劇場は、92年 6月

に運営財団の第 1回発起人会が開かれ、 8月 に建設着工、97年秋のこけら落

としに向かって動き始めた。

地方自治体も、国に劣らず芸術文化の基盤整備に力を入れ始めた。たとえ



ば、92年10月 に開館した新複合型文化施設と呼ばれる県立の愛知芸術文化セ

ンターである。従来の公立多目的ホールとは異なり、最先端の設備、自主プ

ログラム運営のための専門要員の配備、個性的な運営をめざすもので、開館

時の演劇公演、美術展の企画は高い評価を受けた。また横浜市では、市内 6

各区に文化センターを建てるということでなく、たとえば演劇専用ホールを

造るなど地域の特性を考慮した柔軟性をみせている。兵庫県では、現代芸術

劇場という財団法人をまず設立し、 3年後の劇場施設の完成に先立って第 1

回の上演を92年 3月 に行った事例 も、従来の自治体にはみられない手法であ

る。以上ほんの一例であるが、自治体による芸術文化の基盤整備はいっそう

活発になっていると同時に多様化してきている。また、地方自治体の文化予

算額は89年時点で約4,800億 円であったが、その後の増加を見込むと約5,500

億円と推定される。

企業メセナ活動については、支援件数や援助資金の減少はあったが、支援

の質の向上がそれを上回っている状況にある。また、水準の高い芸術文化施

設設置への企業のかかわりも活発であった。たとえば、王子ホール、浜離宮

朝日ホール、東武美術館、幕張北沢美術館等々いずれも施設の性格ならびに

運営面において個性的な施設が企業によって続々誕生した。さらに、企業博

物館、資料館なども誕生し、社会に開かれている。

今後のメセナ

今回の『メセナ白書』編集に際しては、従来の編集方針との継続性を重視

すると同時にいくつかの新しい事項を取り入れ、今後の企業メセナ活動の発

展に資する調査を行った。「舞台芸術実態調査」と「一般市民の芸術文化に

関する意識調査」との 2つである。この 2つの調査を実施した理由は、企業

メセナを推進するにあたって、支援される側の芸術家と芸術の享受者である

一般市民の実態や考えを正しく理解することが不可欠だからである。

この調査によると、第一に、芸術団体の実態はきわめて厳しい状況であり、

芸術団体の 9割以上が財政的問題を抱えている。そして芸術団体側は企業メ

セナ活動を非常に真摯に受け止め、かつ大きな期待を寄せているのである。

第二に、一般市民の 4分の 3は、何らかの芸術文化活動に参加しているが、

大きな不満として「十分な暇がない」ことと「費用が高い」ことを過半数の

市民が指摘している。一般市民は芸術文化団体とは異なり、企業メセナの意

味を知っている層は 1割強に過ぎない。しかし、知らない人でも企業による

芸術文化支援は必要であるとする人は過半数にのぼる。もちろん、芸術団体

11



12 側と市民が抱えている問題は企業の力だけで解決できることではないが、企

業メセナが熱い期待をもって求められ、そして社会に貢献しうる可能性は無

限に大きいことがうかがえる。

このように大きく期待されている芸術文化支援を推進するに際して、最も

問題となることは支援が減少するということであろう。芸術文化振興基金の

1992年度助成金が、金利の急激な低下により大幅削減を余儀なくされ、多く

の芸術団体が困惑したことは記憶に新しい。これは基金運用による助成シス

テムの宿命であり避けられないことではあるが、助成を受ける側にとっては

深刻な問題である。これについて、出口正之氏は本書「財団法人の芸術文化

支援」でひとつの提案をしている (6章 3)。 それは、ダム方式というもの

で、企業は業績のよいときには、企業財団に寄付をして基金を積み増し、業

績の悪いときにはその基金を取り崩して助成費用として払い出すという方法

である。これによって助成の総量は減少しないことになる。ただこれは、米

国のように財団が数、規模ともに際立っている国で初めて可能なことで、現

在の日本ではまだ望むべくもない。

このような問題を解決するひとつの糸口として、当協議会ではさまざまな

検討を重ね、文化庁、大蔵省との折衝を続けてきた結果、今回順調にいけば

93年度中に企業メセナ協議会が特定公益増進法人の資格を取得するはこびと

なった。これによって、一定の規準をもつ芸術文化支援が税制上の優遇を得

る可能性がでてきたわけで、小さな一歩ではあるが、今日の企業メセナの状

況を打開し発展していく大きな手がかりとなることを信じている。
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調査の概要

第 3回を迎えた「メセナ活動実態調査」

調査の目的

今回で第 3回を数える「メセナ活動実態調査」は、各企業がどのようなメ

セナ活動を行っているのか、また、メセナ活動についてどのような意識をも

っているのか、その実態と方向を把握し、今後のメセナ活動のあり方や、発

展方向を探る手がかりとすることをめざすとともに、『メセナ白書1993』 の資

料として活用することも考慮して実施したものである。

新しい調査項目

1992年 に行われた企業メセナの実態調査は、前回の調査票を土台にし、さ

らに充実した内容とするためにいくつかの改善・追加を行った。今回新しく

設けた質問事項は次のとおりである。

①1991年 と1992年 とを比較して

バブルが崩壊して企業メセナも沈滞したとマスコミが書き立てた1992年

であったが、実際のところメセナ活動の支援件数や資金援助額はどのよ

うに変化したか。その実態について回答を求めた。

②現行の税制について

従来も税制に関する調査を行ってきたが、今回は寄付金の損金算入限度

額、特定公益増進法人制度、一般寄付金、メセナ費用についてそれぞれ

の考え方の質問を以前に比べ、さらに詳しいものにした。これは、当協

議会のメセナ活動に対する免税措置早期実現に向けての資料となるよう

行ったものである。

③文化施設について

企業が所有または設立にかかわった文化施設の記入を求めた。これは、

企業関連の文化施設がどの程度、どのような形で存在しているかがまっ

たく把握されていなかったという観点から調査を試みた。

④美術、演劇分野の分析

前回の調査では、支援内容として最も多かった音楽分野のみの分析を行

ったが、今回は分野の幅を広げ、美術と演劇分野に関してもその支援対

象、ジャンルを質問した。また、支援形態、支援目的の分析は音楽・美

術・演劇のみでなく支援をした活動すべてに関して回答を求めた。

⑤支援活動の結果報告

被支援者から活動結果についての報告を受けているか否か、また支援し

た活動の結果を社内で報告しているかどうかを尋ねた。これは、メセナ

活動が社内でどの程度のウエートをもって扱われているかをみるための

14
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ひとつの尺度となると考えたからである。

調査の方法

本調査は、全上場企業 (東京 I・ II部、大阪、名古屋、札幌、新潟、京都、

広島、福岡)、 未上場企業売上高上位300社、メセナ協議会会員企業、メセナ

大賞応募企業等2,635社を対象に調査票を1993年 1月 に送付し、郵便による

回収方法で実施した。回答数は403通であり、回収率は15.3%と なった。

調査報告書の見方 (留意事項)

・比率はすべて百分率 (%)で表し、小数点以下 2位を四捨五入して算出し
た。したがって、合計が100%を上下する場合もある。
・基数となるべき実数は、N=○○○として掲載、その際はNを 100%と し
て算出した。

・質問の終わりに「複数回答可」「 3つ以内」とある問いは、 1人の回答者
が 2つ以上の回答を出してもよい問いであるため、回答の合計比率は100

%を超える場合がある。
・回答は「 1つだけ」とあるにもかかわらず、 2つ以上の回答がある場合は

「結果複数回答」と表記した。

・図表として示したもののなかには、「無回答」の社を省略した部分もある。

15
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調査の結果から

定着しつつあるメセナ

16 逆風下 の メセナ

今回の「メセナ活動実態調査」の対象期間となった1992年 という年は、い

わゆるバブル経済崩壊の影響が全面的に表れた 1年であった。少なからぬ企

業が減収減益を余儀なくされ、その結果、徹底した企業再構築が模索され実

行に移されるようになった。支出削減の見地から広告費、交際費、交通費等

の大幅な圧縮がはかられたが、その象徴的現象のひとつとして冠イベントの

激減が報道された。

このような逆風下の環境にあって、企業メセナの大幅な衰退は避けられな

いのではないかとの予測も後を絶たなかった。はたして、企業メセナの実態

はどのようなものであったのだろうか。実態調査の結果に基づき、以下、企

業メセナの推移を検証してみよう。

メセナ実施企業数 :比率は増加、実数は微減

今回調査の回答企業は403社で、これは前回調査の455社 と比較すると52社

11.4%の減少となっている。しかし、減少の主体はメセナ活動を実施してい

ない企業で、前回の199社から46社23.1%減少して153社 となったのに対し、

実施している企業はわずか 6社 2%強減少の250社であった。実施している
企業の比率は回答企業の62.0%に達しており、これは90年の42.7%、 91年の

56.3%と 比較すると最大の数値となっている。また、メセナ活動を実施して

いない企業の中にはメセナ実施を検討中の企業17社が含まれており、これを

潜在的メセナ企業とみなせば、メセナ企業の比率はさらに高まることになる。

以上のかぎりにおいては、企業メセナは着実に社会に浸透しつつあるといっ

てよいのではないか。

メセナを支える経営資源

企業メセナ活動を支えているものは、人、物、金のいわゆる経営資源であ

る。しかし、企業の芸術文化支援という場合、とかく資金援助だけが大々的

に取り上げられる傾向がある。事実、今回の調査でも援助の形態としては、

資金援助が圧倒的に多く7割を占めている。その総額は、186社により236億

1,297万円 (1社平均 1億2,695万 円)であった。これを91年の数値と比較す

ると6.8%の減少ということになる。これは、やはり業績の低下にともない

メセナ費も抑制されたためと思われるが、この減少幅は日本経済全体の低落

状況と比較すれば問題とするほどの数値ではない。資金と並ぶ経営資源であ

る人と物とによる芸術文化支援は、数量的に把握することは不可能であるが
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着実にふえており、総体的にみれば支援金額の減少を十分に補完しているよ

うに思われる。いずれにしても、芸術文化支援に充てられた金額および人と

物とによる支援の増加をみるかぎり、企業メセナ活動のエネルギーは十分に

みなぎつているといってよい。

メセナの漸進を裏づけるもの

以上の判断を裏づけるものとして、各企業の対前年比メセナ活動関連数値
がある。これは上述のような日本経済の状況にあって、各社のメセナ活動が

前年と比較して実際にどのような推移をたどったのかをみるために、今回初
めて質問したものである。すなわち、「活動支援件数」、「資金援助額」、「支

援要請件数」、「メセナ担当スタッフ数」、「社内のメセナヘの関心」について、
それぞれ前年と比較して増加したか、変わらないか、減少したかを各企業に

答えてもらったものである。それによると、これらの項目のいずれもが「増
加した」と「変わらない」の両者を合わせると8割以上になっている。
さらに子細にみると、「支援要請件数」と「社内のメセナヘの関心」はと

もに「増加した」が 4割以上の高率となつている。支援要請が大幅にふえた
ことは不況により芸術側も打撃をこうむったため支援を求める数が増えたこ

とが一因と思われるが、同時に企業メセナの概念がかなり知れわたってきて、
これまで企業になじみのなかった芸術家や芸術団体が企業に支援要請をする
ようになってきたことが考えられる。また社内の関心度の高まりは、社外以
上に社内においてメセナヘの理解が急速に進んでいることがうかがわれる。
前述のような厳しい経済状況にあって、 8割以上の企業が前年と変わらな
い、あるいは拡大した規模でメセナ活動を行っていたということは特筆すべ

きことであるし、企業メセナが着実に定着しつつあることの証左といえよう。
ちなみに、前年より減少した度合いをみると、「支援件数」が10%、 「資金援
助額」が15.2%、 「支援要請件数」が6.8%、「担当スタッフ数」が2.0%、

「社内のメセナヘの関心」が2.0%と、いずれもきわめて低い数値を示してい
る。

調査結果からの結論

以上述べたとおり、日本経済は近年まれにみる逆風に見舞われた年ではあ
ったが、企業メセナの灯は逆風に吹き消されることなく着実に燃え続けてい

る。確かに、企業メセナ協議会の発足当初 1、 2年は、十分な理解のないま
まにメセナを始めた企業があったことや、メセナを単なる社会の流行現象と
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して過大に報道した一部メディアのために虚像の部分が存在したことは否め

ない。それが昨今の経済情勢のため、そのような虚像が消え失せ健全な部分

のみが残ったということが現実の姿ではないだろうか。また、経団連の 1%
クラプのように経常利益の一定割合額を社会貢献に充当するということであ

れば、支援金額の減少は当然のことであり、そのことを問題にすることは妥

当ではない。いずれにせよ、今回の調査によって、日本の企業メセナが地道

ではあるが着実に育ちつつあることが立証されたといつてよい。

今後の課題

企業メセナが根づいてきたとはいうものの、今後検討を要すると思われる

ことも何点かある。たとえば、「芸術の育成」、「支援分野の多様化」、「資金

以外の援助」、「メセナ予算」、「方針と評価基準」、「芸術家とのコミュニケー

ション」および「税制」等の問題である。これらは、今回の調査により問題

の所在が浮き彫りにされた事柄であり、今後どのように対処していくべきか

を調査部会として検討しここにまとめた。

芸術の育成に日常的支援を

芸術分野のなかで企業の支援の集中している音楽、美術、演劇の 3分野に

ついて支援対象を調べたところ、音楽ならば演奏会、美術は展覧会、そして

演劇なら公演というように発表の場に対する支援が圧倒的に多かった。反面、

芸術家の日常活動や芸術団体の運営に対する支援、あるいは芸術家に対する

育英・奨学資金の給付等は相対的に少ないことが明らかになった。これは日

頃の精進の成果が一気に花開く発表の場を支援したほうが、対外的にも社内

的にも企業のイメージアップ効果が大きいことが一因と思われる。そのよう

な支援ももちろん必要であるが、個々の芸術家や芸術団体に対する支援も同

様に有意義であり、そういった地道な支援の積み重ねが長期的には良質な演

奏会、展覧会、演劇公演等を創りだすことを理解すべきであろう。

支援分野の多様化に向けて

従来と同じく今回の調査でも、音楽に対する支援が群を抜いて多かった。

ただ、音楽が企業支援のトップを占める現象は英国やフランスにおいても同

様であり、米国でも音楽が美術に次いで第 2位を占めているなど、音楽支援

は世界的な傾向であり日本だけの特殊現象ではない。しかし、単純に音楽は

無難だからとか、みんながやっているからといった安易な考えで音楽を支援
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対象としているならば一考を要しよう。メセナ活動を行う以上、自社の経営

理念に基づいて支援対象を選ぶことが望ましく、そうすれば支援分野もおの

ずから多様化していくのではないかと思われる。

資金以外の支援にも工夫を

芸術文化の支援形態は、前回調査と同様資金援助が最も多く、次いで人的

援助、場所の提供、物的援助、その他となっている。しかし、本年は資金援

助が前年比約 1割少なくなって、その分、人的援助など他の形態の援助が増
加している。このことは、今後の企業メセナに関して、いくつかの示唆を与

えているものといえよう。ひとつには、メセナ活動を行っていないことの最

大の理由としてあげられている資金的余裕のないことについては、必ずしも

資金にこだわる必要のないことを明らかにしていることである。また、社員
が手伝ったり、会社の施設を貸したり、自社製品を提供することは芸術活動

に対する社員の親近感を強めるという効果も期待される。いずれにしても、

企業メセナは経営資源を広く活用することが、企業側にとっても支援される

側にとっても有効な手法であると信ずる。

メセナ費の予算化を

メセナのための予算を決めている企業は43.6%で、これは、前回調査の
40.3%と 比較すると若干改善されてきたといえる。しかし、メセナの担当部
署または専任部署のある企業がメセナ実施企業の過半数を占めているわりに

は、予算を決めている企業数が少ないことは一考を要する点である。一方、

予算を決めていないところは社内外の要請により、そのつど支出するところ

が多いようであるが、受け身の態勢ではとかく活力が失せがちになりかねな
い。メセナ活動の活力を維持し継続性を確立するためには、やはリメセナ活

動のための予算を組んでおくことが必要であり、予算化している企業の数が

今後さらに増加することを期待したい。

活動方針と評価基準の確立を

メセナ活動に関する基本的な方針や考え方は、250社中232社からそれぞれ

独自の方針や考えが寄せられた。これはほとんどの企業が確固たる考えをも

ってメセナ活動を行っているということで、前年よりさらに多くなっており

企業メセナが着実に定着しつつあることを物語つている。では、それらの方

針や考えに基づいて行われたメセナ活動の評価はどのようにしてなされてい

19
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るかというと、「社内外の評価で判断する」という企業がほぼ半数を占めて

いる。次いで「芸術上の価値で判断する」、「数値的基準で判断する」となっ

ている。反面、「基準は特にない」というところが全体の 3分の 1以上にも

なっていることは、いささか問題ではなかろうか。せっかくメセナ活動を行

っても、それを評価する基準がなくては企業の芸術に対する理解も皮相的な

ものに終わりかねない。企業メセナのいっそうの定着をはかるためにも、よ

り多くの企業が何らかの基準を設けることが望まれる。

芸術家とのコミュニケーションを積極的に

支援される側についての要望や感想が45企業から寄せられたが、辛回の忠

告や批判も少なからずあった。しかし、その多くは支援される側が企業側の

決まりや慣行に無知なるがゆえの摩擦もあるように見受けられ、むしろ企業

側から積極的に改善を働きかけたほうがよいように思われる。また、なかに

は芸術のおかれている状況に対する企業側の認識の欠如が批判につながって

いる事例もある。いずれにしても企業と芸術家がよりいっそう相互理解に努

める必要を痛感するとともに、企業メセナ協議会としても企業と芸術家との

仲介役に徹して両者のはざまを埋めることが目下の急務と思われる。

税制改正は大きな課題

企業メセナ協議会に対する要望のうち、「メセナ活動に対する免税措置の

早期実現」は前 2回の調査においても圧倒的多数の企業が要望したが、今回

調査においてもぜひやってほしい企業が201社、できればやってほしい企業

が28社、計229社、実に 9割以上の企業が要望している。これをさらに具体

的にみてみると、寄付金の損金算入限度額というかたちで税制の改正を希望

する企業および特定公益増進法人制度の拡大を望む企業のいずれもが過半数

を超えている。また、一般寄付金と政治献金を別枠にすべきという意見も3

割以上あった。企業メセナの環境整備はなんといっても税制の改正が最大の

眼目であり、これなくしては企業メセナ活動の急速な展開は望むべくもない

といっても過言ではない。

(調査部会)



調査結果の分析

62%がメセナ活動を実施

21

メセナ活動を行つているか否かについては「行っている」が250社で62.0

%と なった。これは回答企業 5社のうち、 3社はメセナ活動を実施している
ことを示している。また、「行っていないが、やることを検討中」という、
メセナ活動に積極的な意志のある企業を加えると66.2%で、「過去に行った
が現在はやっていない」と「行っていない」企業33.8%を大きく上回る結果
となった。この伸びは、メセナ活動が着実に企業に浸透していつていること

を示している。

活動の有無 行つている 検討中 過去に行つた   行つていない   計

メセナ活動の有無

企業数 25011 17社 10社 126社 403ネ士

パーセント 62.0 42 25 313 100

行つていない

48.1 0bl[169社 l

[調査年度別メセナ活動実施状況 ]
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無回答

0.30Иo[1社 ]
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行つている

42.70%o l150社 ]

検討中
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38.20Иo l174社 ]
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4.00Иo[18社〕 4.20ん [17社 ]

過去に行つた
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